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1.はじめに

スリランカにおける聴覚に障害をもつ子ども達

への地域巡回サービスが1993年6月に､日本と

の国際協力のもとに開始され､約2年が過ぎた｡

そのきっかけは､スリランカの都市部と農村部の

聴覚に障害をもつ子どもへの｢補聴｣教育のサー

ビスの格差があることに気づいたためである｡そ

して､スリランカ国立教育研究所と教育省が作成

した｢子どものニーズ｣に基づく､つまり子ども

の人権を重んじる教育政策や学校教育と地域社会

の連帯と共生を志向する政策の理念を背景に都市

から離れた農村部を主な対象としてサービスが継

続されている｡また､日本から派遣された国際協

力事業団の専門家が1993年12月よりスリランカ

国立教育研究所の研究員と地域巡回サービスの計

画実施､広報等を続けてきた｡

現在､国連ユネスコを中心として｢地域社会に

基盤をおく教育(Community-Based-Edu-

cati｡n.以下C.B.E.とする)｣の思想が確立

され､その思想を基に世界各地で､C.B.E.

が展開されている｡

この思想の基本理念には､①障害をもつ子ども

達が学校卒業後､地域社会で生活する時さまざま

な困難性(ハンディキャップ)をもつことが多い｡

しかしながら､地域社会の人々と障害をもつ人と

が連帯と自立への相互のパートナーシップを基本

として､共に生きていくための社会づくりをめざ

す｡②学校の教師､生徒､児童が積極的､計画的

に必然性を持ち､地域社会の人々との関係をつく

り､そのつながりを深めながら子どものニーズに

気づきあう｡そして､地域社会､学校､家族､行

政､当事者が主体性をもち､ニーズに対応してい

く｡③いろいろなニーズをもつ人達と地域の人々､

学校の教師達の経験が､障害をもつ人達や社会的

に不利益をこうむる人達のニーズへの感性を高め､

それが連帯を深め､新たな地域社会への体制づく

りをうみだす｡④そして､障害をもつ人だけでな

く､すべての人々が多様なニーズに応えていくこ

とを志向していく地域社会づくりを考える｡等が

ある｡また､地域社会を全ての構成員が納得して

っくる民主主義､そして､地域の自立を基本とし

た政策決定へ地域の人々の参加が提起されている｡

以上の理念は､障害をもつ人達が､偏見により孤

立したり､不当に不利益をうける差別状況に長期

間､放置され続けてきた背景からうまれた｡

C.B.Eの具体的方針には､①地域に潜在化

している資源(Resources)を育てて､活性化

する｡②互いに協力していく組織づくりをする③

柔軟性を持ち､いろんなニーズに応えていける多

様な機能をもつ等があげられている｡たとえば､

地域社会に､潜在化している資源として①障害を

もつ当事者②家族､友達③医師､看護婦､教師等

の地域社会で働く人々④地域社会で商売をする人､

学生や子どもなど､すべての構成員を対象にして

いる｡また地域社会の施設の資源として､学校､

クリニック､センター(クラブや社会活動ができ

る)集会場等が考えられている｡

また､経済的支援も､家族､友人だけでなく､

地域の人々､行政等､地域構成員へ呼びかけてい

る｡そして主旨を伝える機会を持ち拡がりを期待

している｡
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このようなC.B.E.の思想､つまり共に生

きていく社会づくりの思想に影響を受けながら､

スリランカの地域巡回サービス相談は､聴覚障害

をもっ子どものニーズに応えることだけでなく､

互いに､つながりを深め障害をもっ人や高齢の人

を含む､だれもが生活しやすい地域社会をっくる

ための､ひとつのプロセスと考えている｡

今回の報告は､(1)本研究の背景となるスリラ

ンカの教育政策の歴史の流れを分析し､さらに､

本研究のスリランカにおける社会的意義を考えて

いくこと､そして､(2)継続している地域巡回サー

ビスの実施をとおして得た調査資料を下記の項目

について分析し､考察を加える｡

①｢補聴｣のニーズをもっ子ども達の聴覚障害､

補聴､教育状況 ②子ども達が生活をしている地

域社会の現在の状況､特に､学校教育､医療によ

る支援体制について ③国立教育研究所と地域社

会による子どもの援助体制の組織化について｡

そして､地域巡回サービスを継続させていくた

めの今後の課題を､上記の視点にあわせて考えて

いくこととする｡

2.スリランカの聴覚障害をもつ子ど

もの教育に関する歴史的背景

(a)スリランカ独立前後の教育の｢民主化｣(1)(2)

イギリスの植民地からの独立(1948年)前後､

植民地支配下の｢エリート｣を育てる教育を離脱

するための｢教育の機会均等｣を基本理念とする

教育思想が､C.W.W.KANNANGARA教育

相を中心とする委員会から提出された｡｢教育の

機会均等｣を目的とする理由には下記がある｡

①富裕な民族と不利益を受け続けている貧困な民

族間の対立の前提である偏見､差別をなくし信頼

関係を回復する｡

②各民族の宗教､文化､歴史､芸術等を尊重する

教育を実施することで､民主主義思想に基づく

｢国家統一｣を実現する｡

③｢教育の機会均等｣は､労働の機会の平等性を

もたらす重要な条件であり､各人の自己実現や社

会の活性化をもたらす｡

主な具体的政策としては､①幼稚園から大学ま

での教育の｢無償化｣ ②各民族の｢母語｣によ

る教育 ③全国各地への公立学校の増設 ④公教

育における民族教育 ⑤海外への留学生の奨学金

制度､等がある｡

これにより植民地時代､経済的に貧困に悩んで

いたプランテーション地域や農村部での子どもの

教育が活性化された｡地域の学校で､｢わかりや

すい｣言語により｢無償｣で教育を受けられるこ

とば､｢階層､出身､貧富の差等による差別のな

い｣教育に近づく具体的方法と考えた｡

さらに､英語ではなく､それぞれの｢民族意識

を育てる｢母語｣により､宗教､歴史､芸術､文

化等の教育を実施した｡それが､続いてきた植民

地支配より､精神的に｢解放｣される重要な方法

ととらえられた｡つまり､互いの｢民主的｣共存

が､｢国家｣としての統一につながると考えてい

る｡

確かに､学校教育の｢母語｣による｢わかりや

すさ｣は､特定の富裕層だけの教育とするのでは

なく､学校教育を｢すべての子ども達｣の教育と

する前提条件の一つをつくりだした｡また､学校

教育の｢地域化｣は①各家庭の経済的負担を減ら

し､②地域共同体への学校教育の意義を明確にし

た｡

その結果､これらの政策の実施は､農村部の子

ども達へ教育の機会をっくり､初等教育への就学

率を99%(1994)､識字率を87%に高める大きな

要因となる｡また､農村出身者が高等教育へ進学

する機会をうみだした｡そして､彼等が自分達の

出身地域に戻り､教師や地域のリーダーとなり､

次世代の子ども達を育てる基盤となっている｡

(b)スリランカの障害児教育体制の確立(3)(4)

スリランカには学齢期(6歳-15歳)の聴覚障

害児は約2～3万人(国立教育研究所)と推定さ

れている｡主に､私立の寄宿制聾学校11校に､

聴覚障害のこども約1500人が在籍して教育を受

けたが､聴覚障害のこども全体の就学率は10%

以下と低く､教育省の責任の下に教育体制の確立

が課題とされた｡(1968年当時)

教育省は①障害児教育を｢公立学校でも責任を

持ち､実施していく体制をとる｣との方針を立て

た｡そして､②｢地域の学校において､できる限

り通常学級の子ども達と一緒に教育を受ける機会

をもつ『統合教育』を実施する｣さらに､｢発達

が遅れている子ども達の『障害』のニーズに見合

う『特別な教育方法』『特別な教育の技術･教材

等』が必要である｣と考え､下記の教育体制を組

織した｡

④2年間の現職教師を対象とする教員養成を続

ける｡⑥障害児学級(ユニット)を通常学校内に

一126-



スリランカの聴覚に障害をもつ子どもへの地域巡回サービス相談の研究(2)

設置して､学習の援助体制をっくる｡㊤カリキュ

ラム､教材開発に教育省が責任を持つ｡

｢統合教育｣の思想は､1960年後半の､アメ

リカでの人種間の差別撤廃運動､ヨーロッパの

｢ノーマライゼーション｣の｢人権｣思想に大き

な影響を受けている｡つまり､社会全体が障害を

もつ人への差別をなくし､障害をもつ人が､他者

と同等の社会参加の機会をもつことを権利とする

思想である｡

特に､障害児教育を2年間研修した教師が､障

害児学級(以下ユニットとする)を拠点リソース･

ルームとして､障害をもつ子どもが①通常学級へ

統合できるまでの学習体制の準備 ②通常学級へ

すでに統合している子どもの学習の援助 ③通常

学級教師､訪問教師とユニット教師の子どもの教

育に関する協力体制づくり等の諸機能を持ち障害

児教育をすすめている｡

(C)障害児教育における｢統合教育｣批判

スエーデンの国際援助機関(以下S.Ⅰ.D.A.)

のT.J｡nSSOn(5)は､スリランカの｢統合教育｣

を次の視点より批判している｡

①｢統合教育｣の基本的な思想である｢障害｣を

もつ子どもへの差別をなくしていく思想の広がり

が､学校教育全体に認められない｡たとえば､

｢障害児の教育は､私達の問題ではなく､専門家

にまかせればよい｡｣との教師が多い｡つまり障

害児教育に対する意識の｢壁｣がある｡

②｢障害｣のニーズに応える教育内容､方法､教

材､カリキュラムが開発されてきたが､障害児教

育だけの教材･設備･施設にすぎず､すべての子

どものニーズに応えていく普遍性のある教育に拡

がる可能性が見えてこない｡

③教員養成の段階で､障害児教育と通常教育が分

離されているため､教育体制においても分離され

続け､相互の協力関係をつくりだすことが困難で

あり､統合がみられない｡そして､偏見､差別が

教師にうまれる可能性が高い｡

そして､国立教育研究所は政策ガイドライン(6)

において｢障害｣の概念を｢学習が困難で特別な

教育的ニーズをもつ状況｣と幅広く包括的に変更

した｡これは､これまでの｢通常教育｣と｢障害

児教育｣の枠をこえて｢すべての子どもの普遍的

利益｣につながる教育改革として位置づけられる｡

具体的な教育養成の施策として､①障害児学校､

ユニットの教師だけではなく､通常学級教師に

｢子どものニーズ｣｢特別な教育的ニーズ｣に対応

していく研修を各地で継続して実施する｡ ②す

べての子どもの｢教育的ニーズ｣に応えるカリキュ

ラムを､通常学級､ユニット教師､訪問してくる

マスター教師の協力のもとに工夫して作成する｡

そして各自が責任を分かち合い実施していく｡

③地域の学校での｢統合教育｣における｢特別な

教育をもつ｣子どもへの偏見､差別を､日常生活

を共にすることで､なくしていくことだけでなく､

地域社会と学校が連帯することで､地域社会での

偏見､差別をなくしていく教育を実施していく努

力を重ねていく等を基本としている｡

地域巡回サービスも､①ひとりひとりの｢子ど

ものニーズ｣に基づく教育サービス ②地域と学

校､国の行政機関の｢連帯｣による新たな地域社

会の再編 ③子どもの人権を基本とした国際協力

等の目的で､社会的教育活動として位置づけ継続

している｡

3.調査研究資料

1994年5月より9月まで地域巡回サービス相

談を受けた160名の資料の分析より抽出した｡(10)

表1は､相談にきた子どもが在籍している学校､

表2は､両親の主訴､表3は検査の結果､表4は､

通常学級の子どもたちの検査結果､図1は､検査

を受けた子どもの年令の分布である｡表5は､ス

リランカ全体の身体障害者数と都市部､農村部､

プランテーション地域における身体障害者の割合､

表1

TypeofSchool(N=160)

TypeofSchooI Number (%)

RegularSchool 125 (78)

SpecialUnit 17 (11)

SpecialSchoo1 5 (3)

NotGoing 13 (8)

表2

Parents'Complaint(N=160)

Complaint Number (%)

HeaLringProblem 148

FreeofHearingProblem 6

No Answer 6
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Fig.1AgeDistributionofChildrenTested

表3

TypeofImpairmentfrom ResuJtsofTest

TypeofImpalrment Number (%)

SensorineuralHearingLoss

ConductiveHearingLoss

SuspectedofHearingImpairment

HIbutTypeNotIdentified

MRandDevelopmentalDelay

Microtic Ear

MultipleHandicap

LanguageDisorder

Normal

90 (56.4)

10 (6.3)

8 (5.0)

7 (4.3)

6 (3.7)

2 (1.2)

2 (1.2)

2 (1.2)

33 (20.7)

表4

TypeoflmpairmentofChildren

Attending ReguIarSchooIs(N=125)

Type Number (%)

SensorineuralHearingLoss 68 (54.4)

ConductiveHearlngLoss 9

MRandDevelopmentalDelay 5

Language Disorder 2

0thers 9

Norma1 32
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表5

Percentage Distributionof Persons Physi-

CaIly Disabfed by CauseofDisabilityand

SexAIIIsland/Sectors

Causeof

Disabi比y
A皿』1and Sector

Urban Rural 臨tate

Total

T

No % No % No % No %

293683 100.0 49178 16.7 229183 78.0 15322 5.2

M 178082 100.0 31197 17.5 137152 77.0 9733 5.5

F 115601 100.0 17981 15.6 92031 79.6 5589 4.8

表6

NUMBER OF HADICAPPED WITH DIF_

FERENTIMPAIRMENTSINTHESCHOOL

POPULAT10N

(Accordingtocensus-1992-Ministry
of Educa-

toi【)

Typeofhandicapped Boys Girls Total

Hearlnglmpalrment 3,355 2,822 6,177
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表7

THE DtSTRIBUT10N OF TEACHERS &

PUPILS UNDER SPECIAL EDUCAT10N

PROVINCIALLY-1994(AccordingtocensusType-
1994-SpeciaIEducatoin Unit)

Province Hearingimpaired

Tea. Pup.

01Western 51 433

02Sabaraga,muWa 17 247

03 Uva 08 33

04Southern 14 206

05Central 10 86

06NorthCentral 20 81

07 NorthWestern 09 52

08North East 07 34

136 1172

表6は､教育省調査の学校における聴覚障害者数､

表7は､各県のユニットにおける聴覚障害をもつ

子どもと教師数､表8は､各県のAsst.Direc-

tors,Master Teachers,Specialist teachers

の数と総数である｡

4.地域巡回サービスによる調査費料

の分析と考察

表1､表4から､きこえの相談に来た子どもの

78%が通常学級に在籍している子ども連で､その

うちの54.4%(68名)が､感音性難聴であると

判明した｡感音性難聴は､医学的治療が非常に困

難なため､きこえの｢障害｣を補聴､コミュニケー

ションの獲得､文字の習得等の教育的観点より､

継時的に支援していく必要がある｡特に｢きこえ｣

の感度の低下を補聴器の増幅により､補うだけで

はなく､聴覚機能を発達させる長期間の教育が音

声言語の獲得には､不可欠となる｡また､相手の

話を聴き逃すことや､聴き誤りが感音難聴の子ど

もには多いため､手話や文字等の視覚的情報手段

のコミュニケーションにおける必要性も高くなる｡

そこで､通常学級に在籍している感音性難聴の

子どもの①教育環境 ②教育体制 ③コミュニケー

ションについて ④補聴器の継続的活用の諸課題

について考えてみる｡

①通常学級の教育環境について

｢きこえの感度の低下を増幅により補うために

は､補聴器が必要である｡さらに補聴器を十分に

表8

ASSISTANT DIRECTORS,MASTER TEACH-

ERS&SPECIAいSTTEACHERSACCORD-

ING TO PROVINCES(SpecialEducatoin

UnitCensus-1994)

Province Asst.Directors Masterteaeb. SpacialistTeach.

Weste皿 06 13 141

Sabaragamuwa 02 04 87

Uva 05 24

Southern 01 05 32

Central 02 14 32

NorthCentral 01 09 63

NorthWestern 04 08 41

North&East 01 01 四

Total 17 59 431

LinearMinistry-01Asst.Director

Dept.ofExams:01asst.Director

TotalNo.ofAsst.DirectorsofSpecialEducation-19

活用するためには(特に､感音性難聴では､話の

受聴明瞭度に騒音が大きく影響する)音響環境を

整備することが重要である｡しかしながらスリラ

ンカの通常学級では､騒音を抑制する(④壁によ

る遮音 ⑥室内騒音の吸音 ㊤机､椅子等による

騒音の防止)工夫がはとんど施されていない｡こ

のような教育環境の整備は､聴覚障害の子ども達

だけでなく､すべての子どもの教育環境に共通す

る基本的課題と認識される｡

②通常学級の教育体制について

現在､スリランカで､通常学級の教師を対象と

する､2～3週間の｢特別なニーズをもつ子ども

の教育｣に関する研修が各地で継続されている｡

通常学級の教師へ｢きこえの障害が､具体的に学

習にどのような影響を及ぼし､どのような援助が

必要であるのか｡｣との内容を深めて研修カリキュ

ラムを再編成する必要性がうまれている｡さらに､

通常学級教師を補助するため､聴覚障害教育に経

験をもつ､マスター教師を訪問教師として定期的

に派遣し､カリキュラム､教材作成､コミュニケー

ション等の具体的方法について､立案､協議する

教育研究体制をっくること｡そして各人の役割と

責任を明確化することも課題である｡

③聴覚に障害をもつ子どものコミュニケーション

について

聴覚に障害をもつ子ども達が､通常学級での学

習において､教師やクラスの仲間の音声言話によ

る話しかけを聞き逃したり､意味をとり違えたり､
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わからなかったりすることは多くみられる｡また､

クラスの仲間との学校生活でのコミュニケーショ

ンにおいても､話が通じないため､互いに誤解し

たり､孤立したりすることがある｡

そのため①手話や文字等による多様なコミュニ

ケーション手段の選択肢を準備したり②教師や友

達が､コミュニケーションの通訳をする③教師や

友達の話をノートに要約筆記をすることの援助が､

必要と考えられる｡

アメリカでは､通常学級に在籍する聴覚障害を

もっ子ども達へのサービスとして､①手話通訳②

ノート･テーク③個人的学習の相談と援助(チュー

ター)④カウンセリング等を実施している｡

まず､スリランカの通常学級に在籍している聴

覚障害をもっ子ども達の援助の方針としては､以

下の様なことを考えている｡

補聴器活用による音声言語を中心とするコミュ

ニケーションの限界を考慮して､手話を活用する

コミュニケーションも通常学級で普及していく｡

現在､スエーデンの援助機閲が継続している手話

研究との協力体制をっくる｡

そしてまわりの｢きこえる｣子ども達による､

聴覚障害をもつ子どもの援助休制もつくる｡

通常学級で学ぷ聴覚障害をもつ子ど

もの教育的ニーズへの体制づくリ

1.通常学級教師への支援体制

(難聴学級教師､マスター教師の協力)

2.カリキュラム､教材等に関する行政から

のアドバイス

3.通常学級教師の研修体制

通常学級でのきこえのニーズを

もつ子どもの学習環境づくり

･補聴器により､聴覚を活用できる環境整備

･コミュニケーションの多様な選択肢の準備

たとえば､手話や文字によるコミュニケー

ショ ン

④補聴器の継続的活用の問題

最後に｢きこえ｣の障害を補償する補聴器につ

いて考える｡調査をした160名中､補聴器を所持

している子どもは20名であり､そのうち8台の

補聴器が故障していた｡故障の修理ができない理

由として､④部品の供給ルートがない ⑤修理技

術をもっ人が地域にいない ①経済コストが高い､

があげられる｡

現在､日本の企業等より寄付された補聴器を貸

し出しているが､高温多湿なスリランカでは､補

聴器の故障は起こりやすい｡そこで､修理ができ

る技術をもつ人を養成するセミナーを継続的に開

催して､修理ができる技術をもっ人を組織的に各

地域のリソース･センターに配置することが大切

になる｡しかも､日本に変わる部品の安価な入手

先を開発していくことも､補聴器のメンテナンス

の経済的コストを抑えることにつながると考える｡

5.地域巡回サービスによる農村地域

の現状の調査

(1)スリランカ農村地域の医療体制

スリランカの医療は､医療費が無料であること

を原則としている｡そして､都市部の病院だけで

はなく､地方の病院(DistrictHospital)のネッ

トワ､-クもっくられている｡又､医師､保健婦､

助産婦､医療検査官(MedicalInspector)も地

域医療システムの中に組織されている｡

しかしながら､地域巡回サービスのオーガナイ

ザー､国立教育研究所の特殊教育部研究員等の指

摘は､①耳鼻科(E.N.T)の医師のなかで聴覚

障害を専門としている医師が少なく大都市のコロ

ンボ､キャンディに限定ざれて､地方の病院には

聴覚障害の子どもについての知識､情報をもっ医

師は､はとんどいない｡ ②耳鼻科の診察時間は､

午前8時から正午までの4時間で､1日で約20

人くらいの患者しか診察しない｡診察を受けるた

めには､朝5時に病院へ行き､予約券を取りに行

かなければならない｡まる1日を費やす仕事であ

る｡③コロンボの病院へ行くためには､片道3時

間が必要で､一人のバス代が片道18ルピーで親

子のバス代が1日80ルピーもかかり､経済的負

担になる｡(1995年3月に巡回したヌワラエリア､

ワラバニの高地の農村における地域医療の現状)

(2)スリランカの農村地域の学校教育体制

スリランカの学校教育は､幼稚園から大学まで

｢無償｣で実施されている｡1988年の調査資料で

は､国公立学校数9771校､教員数146334人､在

籍児童､生徒数3938062人(Basic Statistics

RelevanttoEducation1991(7))

調査資料(表⑤)によると､スリランカの身体

障害者全体の78%が農村､5.3%がプランテーショ
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ン地域に住み､都市部で生活する身体障害者は､

わずか16.7%である｡-8)また､1992年の教育省の

調査(表⑥)では､学校数育を受けている聴覚障

害をもつ子どもは､6177人であり､難聴学級

(ユニット)に在籍している生徒は1172人(麦⑦)

である｡t9〕

教育行政の分権化にともない各県に､｢予算案､

政策計画の立案､実施等｣の責任をもつ教育事務

所がある｡特別なこ-ズをもつ子ども達の教育の

責任者は､所長補佐(Assistan Director of

Education｡以下A.D.E)である｡

県の各地区に､マスター教師がおかれている

(表⑧)｡マスター教師は｢特別なニーズ｣をもつ

子どもの教育を実施している①通常学級､ユニッ

トの教師を対象に研倭会を開催､実施受任 ②各

学校を訪問して､カリキュラム､教材作成のアド

バイス ③ユニットの設備､施設の計画立案等の

役割をもつ｡

マスター教師は､障害児教育の経験かあり､し

かも､通常学級の教師､障害児学級(ユニット)

の教師を対象とするセミナー(研修会)の計画､

講義､評価等を実施するための約1カ月以上の

｢指導者の研修｣を受けた熱心な教師として定義

されている｡

特別なニーズをもつ子どもの教育実施の協力体

制として､障害をもつ子どもの学校数帝は､地域

の学校での｢統合教育｣を基本としている｡通常

学級で教育の機会をもつことだけではなく､障害

をもつ子どもの｢特別なニーズ｣に､できる限り､

応えていくための教師間の協力体制を教育省はつ

くり始めている｡具体的には､通常学級教師も

｢子どものこ一ズ｣を考える研修会に2～3週間

参加する機会を与える｡そして障害児学級数師や

訪問教禰､マスター教師との｢子どものニーズ｣

について協議し､責任を分担する臨力体制をつく

り始めている｡地域の学校の校長も､子どもの

｢特別なニーズ｣について､学校全体の組織化を

目的とする2日間の研修を受げている｡

6.地域巡回サービスの組織化と問題
占

(1)地域巡回サービス実施前の準備体制づくりの

問題点

①日本から､補聴器メーカ協議会､補聴器販売

店協会より寄贈された補聴器､イヤホーン､コー
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(ヌワラエリア､ワラバニーでの地域巡回

サービスにおける補聴器装用と貸し出し

(1995.3))

ド等の巡回サービスに必要な物品を輸送｡国際協

力の日本国内での支援組紐は､現在､個人ではな

く､民間の企業が中心である｡また､スリランカ

での地域巡回サービスの状況應匡内に報告するた

め､学会報告､企業の広報紙への掲載を継続して

いる｡できるだけ､多くの人達へ､活動を知って

もらう機会を｢どのように計画していくのか｡｣

が今後の課題である｡

②実施するための経費､特に､コロンボより車

で6～7時間を要する､山間部のウバ県への巡回

サービスの場合等には､ガソリン代が､大きな負

担である｡現在､スリランカ貨幣の価値が下落し

て､かノリン代が上昇しているためである｡

⑨地域巡回サービスで､きこえの障害をもつ子

ども達へ貸し出す補聴器の出力特性の分析と資料

づくり､イヤホンやフックの型､コード類の点検

が必要となる｡特に､幼児用の小さな耳せんは､

イヤーモルFがすぐに作れない農村部の巡回には､

持っていくことが､大切である｡しかしながら､

スリランカでの補聴器の生産がなされていないた

め､補聴器の部品は､値段が高く､入手しにくい｡

現在は､日本からの国際協力により､補聴器の部

品を供給している｡

(2)各地域での子どものニーズを把捉し､それら

に､わかりやすく応えていく体制づくりの現

状と問題点

①きこえの相談の受け付けで､地域の教師や､

オ㌧【カナイザーが子どもの家族と本人に④子ども

の生活にみられる､きこえの障害 ⑥補聴器所有

の有無(∋揃聴器所有の場合､補聴器の活用の程

度 ㊤故障の有無等についての聞き取りを実施し

ている｡

これらの記録を地域巡回サービス相談に､活用
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するだけでなく､地方の教育行政が施策づくりの

基礎資料として､また､学校の教師が､子どもの

こ-ズに応えていく資料として公的に活用してい

く方法を考えていくことが大切と考えている｡ま

た､家族のプライバシーを侵害しない､そして､

家族からの要求があれば､情報公開も可能なシス

テムをつくり､皆が､活用しやすい､わかりやす

い資料づくりが原則と考える｡

巡回サービスのオーガナイザーの機能

1.地域社会への広報など事前の準備

2.相談会の当日の組織､運営と記録

3,相談に釆た､子ども､家族の追跡詞査

(地域のマスター教師等による聴覚の検査)

ウパ県 ルヌガぅでの経験(1995.8)

②わかりやすい情報提供の工夫

地域巡回サービス相談の運営母体であるN.1,

E.は､シンハラ語による親を対象とする｢補聴

器の装用､活用法｣｢聴覚を活用する具体的説明｣

についてのプ･7クレ･アトづくりをした｡また､ス

リランカ各地の聴覚障害の子どもの教育を収録し､

ビデオに編集した｡

N,Ⅰ.E.と日本のJ.Ⅰ.C.A専門家により製作され

たビデオは､N.Ⅰ,E.研究員とマスター教師によ

る親への｢きこえの障害｣｢補聴器｣｢コミュニケー

ション｣｢教育｣についての説明と話し合いに使

われている｡今後は､短時間の説明の場合､｢ど

のビデオを使用して､特にどの部分を見せて､説

明をするのか｡｣｢説明をした後で､親と､どのよ

うに話し合うのか｡｣を考えていくことが課題で

ある｡

③地域の教師を地域巡回サービスの経験をとお

して育てる｡

N.1,E.が毎年､開催している｢きこえの障害｣

と聴覚活用の教育に関する研修会(オージオロジー･

セミナー)に参加した､マスター教師が､地域巡

回サービス相談のオーガナイザーとなることが多

い｡しかしながら①子どものニーズを聞きとる

②きこえの検査をする ③補聴器の特性をとる

④補聴器の継時的装用のアドバイス ⑤聴覚を活

用する教育と家族と共に考える等の知識は得てい

るが､具体的な検査､測定の技術､親との話し合

い､アド′りスの経験を十分持ち合わせていない｡

地域巡回サービスより､学校外で､親から直接､

子どものニーズについて聞く､特に､きこえに関

するいろんな悩みを聞くことの機会を得た｡また､

地域に住む､就学前の幼児､老人で､きこえのニー

ズをもつ人との出会いがあった｡

これまでいろんな研修会で受けてきた､知識や

技術が以下の観点より､活かされていく様子が垣

間見えた｡①きこえの検査をする｡ ②補聴器の

測定をする ③補聴器の継時的装用のアドバイス

や援助､例えば､補聴儒の電池の購入が径済的な

困難かある場合､地域の人々への経済上の支援を

呼びかける｡また､子どもの家族へ電池の購入が

できる場所を教えたり､故障の時の相談に応じて

いく体制をつくる｡そして ④補聴器を使いこな

し､コミュニケーションや学習にいかす方法を家

族と共に考えていく｡

マスター教師の研修会の内容も､今後､改めて

考えていくこと､そして､地域で必要な情報を提

供し､地域の教師を育てていく､リソース(情報

ネットワークづくり)も必要である｡これは､日

本からの国際協力の課題でもある｡

(3)地域社会への巡回サービスでの地域社会の協

力体制

(1)県教育事務所との協力

巡回サービスによる訪問前に､遷宮母体のN.Ⅰ.

E.の協力依頼の文書により､県の教育事務所が

相談場所を確保してくれる｡皆が集まりやすい学

校､地域の協力者の家､教育事務所内の室､寺院

等で､電気を使える場所である｡

また､地域の学校の校長へ｢地域巡回サービス

の通知｣と｢障害児学級と通常学級の教師への協

力依頼の要請｣の文書も送る｡

(2)地域の学校長の協力

学校内の教師を通じて､地域の人達へ､きこえ

の相談会が開かれることをあらかじめ紹介する役

割をはたしてくれる｡そして､難聴学級数師､き

こえの障害をもっ子どもの担当の通常学級教師へ
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の地域巡回サービス相談への参加を許可して､積

極的に協力体制をとる｡

(3)地域の教師間の協力関係

マスター教師を中心として､地域の教師達は､

地域の｢きこえの障害をもつと疑われる子どもと

家族｣へ､地域巡回相談があることを伝えてくれ

る｡そして､場所､時間を知らせ､相談会への出

欠の確認と全体の人数の把握をしてくれる｡2日

間､相談会が続く時は､子ども達の人数の割り振

りまでしてくれる｡最初の日だけに､相談が集中

することを､できる限りふせいでくれる｡

また､相談会に来た子どもの教育状況､コミュ

ニケーションの困難な具体的状況を､N.Ⅰ.E.の

研究員やマスター教師へ説明してくれる｡

(4)地域の教師による親と子どもの支援

相談会へ来る子どもや親のニーズは多様である｡

きこえの検査､補聴器の出力調整､故障の点検､

新しい補聴器の装用の希望､両耳に補聴器装用の

希望､補聴器の再調整等の相談を受けた｡

高価な補聴器を自ら購入している親や､教育事

務所に申請して補聴器を供与された子ども達もい

た｡また､マスター教師が県の予算で､補聴器を

購入して､きこえの障害をもつ子どもへ直接供与

している場合もある｡(1995.3.29～31ヌワラエ

リアおよびワラバニ一地区による相談の経験より)

補聴器による｢補聴｣の手段を得る方法に強い

意志が認められる場合もある｡しかしながら､初

めて補聴器を装用する子ども達の親は｢補聴｣に

より､もたらされる具体的利益を､｢実感するこ

とが難しいのではないか｣と思われた｡高価な電

池代を使いながらも｢子どもの利益｣を実感しな

いことには､補聴器装用の意味を親は納得し難い｡

そこで､地域の教師の継続的な教育支援が重要で

ある｡そのため､補聴器に関する情報だけでなく､

それを活用する教育方法も､学校教師を通して､

親や地域の人々へわかりやすく伝えていくことが､

地域巡回サービスの課題である｡

教育情報を学校教師から親､家族､地域社会の

人々へ伝えていくためには､学校教師が､研修会

等で情報を得て､それらを理解するだけでは十分

ではない｡学校教師が､わかりやすく情報をかみ

くだき､さらに､地域社会へ出かけ親へ説明する｡

そして､親と子の具体的コミュニケーションにア

ドバイスをしていくこと､そして､親と子どもの

コミュニケーションを育てていくことが教師に求

められる課題である｡

今後の地域社会の課題

① 早期対応への医療､教育､福祉の協

力体制づくり

② 学校と地域社会の連帯(コミュニケー

ション)に基づく主体的活動計画の作

成

③ 地域社会の当事者を含むオーガナイ

ザーの育成

(5)補聴器に関しての今後の課題

スリランカ国内で生産していない福祉機器の補

聴器が日本からの援助の中心におかれている｡ス

リランカでの補聴器は､①購入価格が高い ②メ

ンテナンス･コスト(部品等の価格)が高い ③

補修のための部品が簡単に手に入らないため修理

できなかったり､修理に時間がかかる｡また､補

聴器の活用には､①教育方法の研究 ②親への補

聴器の活用､およびメンテナンスの情報提供 ③

地域への補修サービスの供給 ④経済的支援 ⑤

補聴器に関する基礎研究からの情報提供 ⑥教育

オージオロジーの要員養成が重要な条件であるこ

とを経験から､つかんできている｡

しかしながら､スリランカには補聴器を活用し

た教育実践事例の蓄積も少なく､補修サービス技

術をもつ販売店も少ない｡そして､福祉省の福祉

サービスとしての経済支援も､十分ではない｡さ

らに補聴器の基礎研究からの情報は､国外に依存

している｡つまり､補聴器を使う人には､高いコ

ストが必要で利益の少ない(HighTCost,Low

Benefit)の状況である｡

そのため､補聴器を使用する子どもの利益を大

きくしていくための国際協力の基本的課題を長期

展望の上に立ち､設定することが重要と考えてい

る｡まず､①わかりやすい情報の提供､そして②

活用していく教育技術等の研究さらに③それらの

情報で､子どものニーズに応えられる教師等の要

員を養成していくことである｡聴覚活用の研修会

(オージオロジー研修会)は､教師を主な対象と

して､1988年より開始され､毎年30名の受講者

がいる｡各地に､人のネットワークはできつつあ

るが､聴覚機器･補聴器等が少なく､知識が有効

につかわれていない現状である｡

しかし､地域巡回サービス相談による､中央と

地域の結びつきで､人が活かされていくことも､
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少しずっではあるが､期待される｡そして､スリ

ランカの子どもが､補聴器の有効性を体験するこ

とでその普及の可能性もうまれている｡これらの

ニーズを見極めることで､援助を継続することが､

大切と考えている｡
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